
監査結果公表第２１－６号 

 

 

定期監査の結果に対する措置の通知の公表について 

 

 

 次のとおり監査結果に対する措置の通知がありましたので、地方自治法第１９９条第１２項及び

八尾市監査委員条例第８条の規定により公表します。 

 

 

平成２１年７月３０日 

 

八尾市監査委員   冨 永 峰 男 

同      八 百 康 子 

同      平 田 正 司 

同      井 上 依 彦 

 

 

記 

 

 

１ 措置の通知 

   定期監査の結果に対する措置の通知 

    平成２１年６月２９日付け八建都計第１１７号 

     

２ 問合せ先 

   八尾市本町一丁目１番１号 

    八尾市監査事務局 

     電話番号 072－924－3896（直通） 

 

３ その他 

   措置の通知については、市役所３階の情報公開室及び八尾市ホームページで閲覧できます。 



（別紙） 

  定期監査の結果に対する措置の内容 

建築都市部都市計画課 

〔文書指摘分〕 

指摘事項 講じた措置又は経過の報告 

措置状況 １．措置済（平成２１年１月５日） １ 久宝寺寺内町まちづく

り要綱に基づく助成関係

事務について 

当該要綱は平成 17 年に

一部改正されているが、助

成金交付決定通知書にお

ける交付の条件等の内容

について、旧様式のままで

処理されており交付の条

件に相違が生じているも

のが見受けられたので、適

正な事務処理に改めるこ

と。 

 

指摘がありました事項に関しては、適正な事務処理が行えるよう、旧

様式を廃棄し、現行様式に差し替えをいたし、交付の条件に相違が生じ

ないように改めました。 

 

措置状況 １．措置済（平成２１年１月５日） ２ 既存民間建築物耐震診

断補助金に係る事務につ

いて 

当該補助金の交付申請

者が耐震診断技術者の紹

介を希望した場合には、申

請の手続きが八尾市既存

民間建築物耐震診断補助

金交付要綱及び同要綱施

行要領の規定とは一部異

なることとなり、添付書類

についても規定と異なっ

た取扱いとなっているも

のが見受けられたので、適

正な事務処理に改めるこ

と。 

指摘がありました事項に関しては、交付要綱及び施行要領の規定のと

おり適正な事務処理を行っています。 

 

措置状況 １．措置済（平成２０年１２月１７日） ３ 八尾市まちなみセンタ

ーの管理運営について 

使用許可事務において、

センター使用料を誤って

算定し徴収しているもの、

また調定処理の件数の誤

っているものや処理の遅

れているもの等が見受け

られたので、八尾市財務規

則等に基づき適正に処理

すること。 

調定処理においては、財務規則を遵守し、すみやかに処理をいたしま

す。件数誤り等を生じないよう事務処理に注意いたします。 

徴収誤りについては、精算を行い 12 月 17 日に納付者へ還付いたしま

した。 

 

 



建築都市部交通対策課 

〔文書指摘分〕 

指摘事項 講じた措置又は経過の報告 

措置状況 １．措置済（平成２１年２月２７日） １ 国有財産（土地）の賃貸

借契約について 

    

国有財産有償貸付契約書

において、借受物件を第三者

に転貸しようとするときは、

事前に書面により国に申請

し承認を受けるものとされ

ているが、第三者に転貸する

際にその手続きがされてい

ないので、適正な事務処理に

努めること。 

 また、当該国への借受申請

に係る伺書により国との賃

貸借契約も併せて行われて

いるが、伺書においては契約

締結に関する記述や案文が

一切ないことから、適正な事

務処理に努めること。 

 

 

 

 

 

平成１４年の当初借受時において大阪航空局と協議し、その旨を設置

申請書に記述していたことから、借受更新時ごとには申請していない経

緯があった。 

しかし、平成２１年２月で前契約における借受期間が終了したため、

借受継続申請時に契約条項に基づき、貸付物件を第三者に転貸するにお

ける申請書提出の相談を行った。その際に担当者より本市が転貸により

利益が発生しないのであれば申請書の提出は不要との回答を得た。 

 また、借受申請にかかるものと、賃貸借契約書の締結に関するものに

ついて、継続申請の手続時からそれぞれ別途起案し、事務処理を改めた。

 

 

措置状況 １．措置済（平成２１年４月） ２ 自動車臨時運行の許可

に係る事務について 

 

自動車臨時運行許可番号

標の失効公告については、自

動車の臨時運行の許可に関

する取扱規則により番号標

の回収が不能等となったと

きは、直ちに失効の旨を公告

するものとされているが、長

期間経過しているものが見

受けられたので、不正使用の

未然防止の観点からも適宜

事務処理を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「自動車の臨時運行の許可に関する取扱規則」に基づき、未返還者へ

の督促・催告等をすみやかに行い、番号標の回収が不能等になったと判

断された時点で、適宜、失効公告を行うよう事務処理の改善を図った。

 

 



措置状況 １．措置済（平成２１年４月１日） ３ 指定管理に係る事務に

ついて 

（近鉄山本駅東自転車駐車

場・志紀駅前自転車駐車場）

 

（１） 施設の収支差額の一

部を市に納付されており、そ

の算出根拠は覚書とされて

いる。収支差額の算定におけ

る支出対象経費について、指

定管理開始年度から覚書と

は異なり、対象経費が一部追

加されていた。双方協議の中

で追加を認めたとの事であ

るが、対象経費については

「直接、本施設を運営するに

あたって必要となる経費と

する」としており、追加の対

象経費を含め、必要経費の考

え方について再度十分協議

すること。 

 

 

平成１８年度からの指定管理期間が終了し、新たに平成２１年度から

５年間の指定管理が始まるにあたり、平成２１年度から年度協定書に支

出対象経費についての項目を規定し、該当施設にかかる必要経費のみに

限定することとした。 

なお、該当施設にかかる指定管理者自身の本社経費などについては、

明確に施設管理に要する経費に限って支出対象経費に含むこととした。

 

 

措置状況 １．措置済（平成２１年１月）  

（２）学生の定期利用につい

ては、八尾市自転車駐車場の

設置及び管理に関する条例

により１月定期ごとの利用

に限定されているが、平成

19 年 6 月より 3 ヵ月分の利

用料金を一括で受け付ける

手続きが運用上なされてい

た。利用料金等の受領に係る

手続きの変更については事

前に市と指定管理者で十分

協議をすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

志紀駅前自転車駐車場及び近鉄山本駅東自転車駐車場の指定管理者が

実施していた３ヶ月分の利用料金の一括手続きについては、平成２１年

４月に改正された条例及び施行規則に対応した手続を行うよう指定管理

者に指示した。 

 

 

 



措置状況 １．措置済（平成２１年５月３０日） （ＪＲ久宝寺駅南自転車

駐車場） 

（１）指定管理者からの利用

料金の納付金算定に係る事

業収支報告書において、平成

18年度と19年度両年度の収

入支出項目の比較を行った

ところ、前受金及び定期カー

ド保証預り金で収入支出区

分の取扱いが変更されてい

た。結果として収支差額は同

じであるが、収入及び支出額

が変わってくることや、継続

性の原則及び事業評価の観

点から取扱いを統一するこ

と。 

 

 

 

平成２０年度の収支報告については、収入支出項目を指定管理当初の

平成１８年度収支報告を基本として、収入及び支出項目を統一し、市に

提出するよう指定管理者に指示した。 

５月に指定管理者から指示事項に基づいた平成２０年度収支報告の提

出を受けた。 

 

措置状況 １．措置済（平成２１年３月）  

（２）市への施設の利用料

金の一部納付について、納

付に関する覚書が締結され

ているが、算定根拠とされ

る年間支出額の対象経費に

関する事項がないので、規

定するよう改めること。 

 

 

平成２１年度から年度協定書において、収入科目・支出科目に関する

対象経費について規定した。 

 

 

建築都市部都市整備課 

〔文書指摘分〕 

指摘事項 講じた措置又は経過の報告 

措置状況 ３．検討中 １ 都市計画道路に係る用

地管理について 

  

都市計画道路における先

行買収用地の管理状況につ

いて、長年にわたり用地管理

の行き届いていないものが

一部見受けられるので、適正

な管理に努めること。 

 

指摘された都市計画道路の用地管理については、今後、改善のための

方針を策定し、適正な用地管理に努めます。 



措置状況 ３．検討中 ２ 南久宝寺地区における

用地管理等について 

  

南久宝寺地区においては、

平成 19 年 3 月に土地区画整

理事業の廃止決定がされ、今

後は地区計画による地区内

整備に移行したところであ

る。先行取得用地のうち、土

地開発公社の所有地につい

ては市が無償で借り受け自

転車駐車場として利用され

ており、また、市所有地の用

地管理は概ね適正に行われ

ている。今後の用地活用につ

いては、道路拡幅用地の代替

用地等として検討するなど、

引き続き新たなまちづくり

に繋げるよう努めること。 

 

先行取得用地については、現在、地元や関係機関等と事前に調整・協

議を行っている段階です。 

今後の先行取得用地の活用方法としては、久宝寺線の用地買収にかか

る代替用地、地区計画道路整備の道路用地、面的整備に地元賛同が得ら

れれば、点在している先行取得用地の集約化も併せた公園・緑地の確保

等に努めるなど、新たなまちづくりの中での先行取得用地の活用を検討

中です。 

なお、暫定自転車駐車場に利用中の土地開発公社の所有地については、

将来的な自転車駐車場利用も含め、交通対策課と共に今後の活用方法に

ついて検討して行きます。 

 

 

建築都市部審査指導課 

〔文書指摘分〕 

指摘事項 講じた措置又は経過の報告 

措置状況 １．措置済 （平成２１年４月１日） １契約事務について 

(1)随意契約において、適用

条項を誤っているものが見

受けられたので、適正な処理

に努めること。 

 

平成２１年度の事務処理においては、随意契約の理由及び地方自治法

施行令第 167 条の 2 第 1 項の第何号に当たるのか精査し、何号を適用し

たのかを明確にし、事務の処理を行ないました。 

 

措置状況 １．措置済 （平成２１年４月１日） 

平成２１年度の契約締結に関する決裁文書には随意契約の理由や適用

条項を明確に記載しました。 

 

  

(2)契約の締結に関する決裁

を支出負担行為書で行って

いるものについて、随意契約

の理由やその適用条項が付

記されていないものが見受

けられたので、より適正な事

務処理に努めること。 

 

 

 



建築都市部公共建築課 

〔文書指摘分〕 

指摘事項 講じた措置又は経過の報告 

措置状況 １．措置済（平成 21 年 3 月 31 日）  契約事務について 

(1)機器の納入に係る契約に

ついて、決裁が終了した後に

新たな条項を加えて契約を

締結しているものが見受け

られたので、適正な事務処理

に改めること。 

契約書について、決裁権者の承認を得た上で、伺書に経緯を加筆する

処理を行いました。 

今後は、契約の事務は適切に行います。 

措置状況 １．措置済（平成 21 年 3 月 31 日） (2)伺書に記載されている随

意契約の理由とその適用条

項が一致していないものが

見受けられたので、適正な事

務処理に努めること。 

今後の事務処理においては、随意契約の理由及び地方自治法施行令第

167 条の 2の条項について、適切に行います。 

 

措置状況 １．措置済（平成 21 年 1 月 30 日） (3)委託契約において契約を

変更する場合、契約約款に基

づき協議書を取り交わして

いるが、統一的に作成し使用

している当該協議書に記載

されている契約変更に係る

適用条項が不適切であるの

で改めること。 

今後の契約約款に基づく協議書においては、適切な協議書に改めると

共に、課内職員に周知しました。 

 

 

 

建築都市部住宅整備課 

〔文書指摘分〕 

指摘事項 講じた措置又は経過の報告 

措置状況 １．措置済（平成 21 年 4 月 1日） 市営住宅改善事業・建替事

業における入居者移転に

係る事務について 

 

(1) 改善事業に伴う入居者

移転に際し、移転対象者か

らの行政財産目的外使用

料の免除申請書の提出の

有無について取扱いが統

一されていなかったので、

統一すること。 

 

 

「市営西郡住宅機能更新事業における改善事業に関する要綱取扱い基

準」及び「市営安中住宅機能更新事業における改善事業に関する要綱取

扱い基準」のそれぞれ第 5 条において、行政財産目的外使用許可を得た

場合は、使用料について全額免除とする明文規定があるため、事務の簡

略化を図る観点から、「行政財産使用料免除申請書」の提出を省略するこ

とに統一しました。 

  

措置状況 １．措置済（平成 21 年 4 月 1日）  

(2) 市営安中住宅建替事業

に伴う移転対象者に対す

る行政財産目的外使用料

の減免等について、要綱等

で規定されていないので、

明文化について検討する

こと。 

 

 

「市営安中住宅機能更新事業における建替えに関する要綱取扱い基

準」の一部改正を行い、行政財産目的外使用料の免除及び仮住居に入居

する直前の住宅の家賃を納付することについて、定めました。 



建築都市部住宅管理課 

〔文書指摘分〕 

指摘事項 講じた措置又は経過の報告 

措置状況 ４．その他（継続取組み中） １ 市営住宅使用料などの徴

収関係事務について  

(1) 平成 19 年度の住宅使用

料の現年分収納率は 88.1%

で、納付指導員の増員、休日

の訪問指導、口座振替の推進

等に努めたことにより年々

向上しているが、過年分につ

いては、法的措置の強化等を

行っているものの、収納率は

依然として低い状態にある。

滞納過年分の大きな要因と

なっているのは供託に係る

長期滞納であるが、今後はそ

の早期回収に努めるととも

に、それ以外の過年分につい

ても解消に取組み、収納率の

向上に努めること。 

 

収納率が依然として低いと指摘された点については、訴訟が長期間に

渡ったため債権額が増大しており、和解した入居者についても大多数が

低所得者であることから、短期間での回収が困難となっているためであ

りますが、今後も引き続き、低所得者に対しては継続して回収を進め、

所得のある世帯については、早期回収に努めます。いまだ納付されない

入居者については、これまでと同様に給与等の差押えにより早期回収に

努めます。 

措置状況 １．措置済（平成 21 年 1 月 23 日） (2) 未納者に対し督促状を

送付し、滞納発生の早期防止

に努められているが、定期的

な送付には至っていないの

で、八尾市財務規則及び税外

歳入の督促方法に関する規

則に基づき送付を行い、新規

滞納の抑制と長期滞納の未

然防止に努めること。 

 

 

督促状については、指摘以降、毎月送付しています。 

新規滞納の抑制と長期滞納の未然防止の取組みとしては、催告書の送

付を例年１～２回でしたが、四半期に一度送付するように改善しました。

今後も督促状や催告書を送付することなどで納付意識を喚起し、長期滞

納の未然防止に努めます。 

措置状況 ２．措置予定 (3) 分納誓約において履行

期間が長期にわたるものが

一部見受けられたが、増収時

に分納金額を変更するなど

の意思が確認されているも

のの、長期にわたるほど回収

が困難になる可能性が高ま

ることから、定期的に納付計

画について見直しするとと

もに、積極的な納付指導を行

うこと。 

 

 

 

分納誓約の履行管理において、現在、履行期間が長期にわたるものに

ついては、納付者と連絡を取って収入状況等を把握するなど、分納誓約

額の適正化を行います。 

今後については、定期的に分納誓約内容の適正化を実施するため、分

納誓約書に適正化確認欄を設け、定期的な見直しを実施します。 

 



 

措置状況 １．措置済（平成 21 年 1 月 14 日） (4) 市営住宅使用料などの

減免については、八尾市営住

宅条例及び同施行規則に基

づく慎重な取り扱いが求め

られるが、収納状況のわかる

書類が添付されていないも

のや記載誤りのある申請書

などが見受けられたので、適

正な事務処理に努めること。

 

担当者会議において、収納状況のわかる書類の添付確認、申請書の審

査を再度徹底するように意思統一を図り、また、審査を複数の職員で行

うように改善しました。 

措置状況 ４．その他（継続取組み中） ２ 市営住宅の入居関係事務

について  

(1) 平成 19 年度の空家入居

者募集は 2 回（8 月、2 月）

実施され、募集戸数 15 戸に

対し募集件数 333 件で、22.2

倍の状況になっている。一

方、空家戸数の状況は、平成

20 年 3 月末現在 341 戸で、

そのうち建替え・改善事業等

のため新規募集を停止して

いる空家 289 戸を除く実質

的な空家は 52 戸（全戸数の

2.5%）となっており、また、

この募集対象となる空家の

うち、1年以上空家となって

いる住宅が 27 戸ある。空家

改修に要する財政的な制約

はあるものの、可能な限り資

産の有効活用に努めること。

 

平成 21 年 3 月末現在では実質的な空家は 47 戸（全戸数の 2.3％）と

なっております。また、この募集対象となる空家のうち、1 年以上空家

となっている住宅が 30 戸となっておりますが、うち 7戸については、入

居決定しておりますので、23 戸となる予定です。 

今後も引き続き、効率的に空家の募集を行い資産の有効活用に努めま

す。 

措置状況 １．措置済（平成 21 年 2 月 1日） (2) 住宅困窮者向け住宅の

入居選考方法については住

宅困窮度評定を行い、入居資

格の審査をしているが、困窮

状況等申告書の質問事項に

記入のないものや証明書類

等の添付のないものなどが

見受けられたので、適正な事

務処理に努めること。 

 

 

 

 

平成 20 年度第 2回の募集時において、添付書類のチェックや書類の審

査を複数の職員で行うように改善しました。 

 



 

措置状況 ３．検討中 (3) 入居者の加齢、病気等に

よる住宅替えについて八尾

市営住宅の住宅替えに関す

る要綱を定め運用している

が、対象者の要件を一部拡大

して運用しているもの、ま

た、登録者台帳の更新手続き

も行われていないので、適正

な運用に改めること。 

 

平成 21 年度において、住宅替えの対象者要件等について再検討を行

い、要綱の改正を検討しています。 

措置状況 ４．その他（継続取組み中） ３ 収入超過者及び高額所得

者への対応について  

平成 19 年度における市営

住宅に入居する収入超過者

及び高額所得者認定者は

134 人で、入居者数に占める

割合は 8.1%となっている

が、市営住宅が住宅に困窮す

る低所得者に賃貸する制度

の趣旨を踏まえ、住宅の斡旋

など、住み替えに向けてより

積極的な働きかけに努める

こと。また、平成 19 年度末

において、収入超過者の中に

家賃等の滞納者が 15 人見受

けられたが、支払能力があり

ながら納付していない世帯

に対しては、今後ともより厳

正な対応に努めること。 

 

収入超過者及び高額所得者に対しては、大阪府住宅供給公社及びＵＲ

都市機構等の、中・高所得者向け住宅への斡旋を行っておりますが、今

後も引き続き積極的に働きかけるように努めます。 

また、収入超過者の中に家賃等の滞納者が含まれている点については、

すべて分納誓約履行中ではありますが、支払能力があることから、分納

誓約額の適正化を行い早期回収に努めます。 

措置状況 ４．その他（継続取組み中） ４ その他 

(1) 火災等により住宅を失

った被災者を一時的に避難

させるため、市営住宅を地方

自治法第238条の4第7項の

規定に基づき目的外使用許

可しているが、許可期間の更

新を繰り返し、使用が 3年を

超える事例も見受けられる

ので、適正な運用に努めるこ

と。 

 

 

 

目的外使用については原則短期間で対応していますが、世帯の状況に

よっては新しい住居を探すのが困難な場合もあり、使用期間が長期にな

っているケースがあります。目的外使用者に対しては、公的な住宅の募

集への応募を促すなど、指導を行っていますが、今後も適正な運用に向

けて努力を続けます。 

 



 

措置状況 ３．検討中 (2) 平成 18 年 10 月 26 日付

け住民監査請求に係る監査

結果の意見で指摘したとこ

ろであるが、市営住宅入居者

用駐車場の使用料等に係る

事項は、条例で定める必要が

あるので、規定の整備を図る

こと。また、駐車場の使用許

可に伴い徴収する保証金の

取り扱いが、駐車場ごとに異

なるので、統一化を図るこ

と。 

各市営住宅の駐車場使用料の統一した算出方法及び保証金の取扱いに

ついて検討中です。 

規定の整備が図れた時点で条例化を検討しています。 

 

措置状況 ３．検討中 (3) 入居時に納付された敷

金の運用等について、八尾市

営住宅条例第 21 条第 1 項で

は「最も安全かつ有利な方法

で管理、運用しなければなら

ない。」と規定されているが、

現在敷金は歳入歳出外現金

として一括で管理されてお

り、会計課等とも協議の上、

運用方法等について検討す

ること。 

今後の取扱いについて会計課等関係各課と調整・協議していきます。

 



建築都市部 

〔各課共通事務〕 

指摘事項 講じた措置又は経過の報告 

措置状況 １．措置済（平成２１年１月５日） １ 文書事務について 

(1) 伺書等において、決裁

日、施行日などで記入のな

いものや鉛筆書きのもの、

文書公開の取扱いや廃棄

年月・保存年限が不適切な

もの、添付書類で不備とな

っているものなどが見受

けられたので、適正な事務

処理に改めること。 

 

伺書において、決裁日等の記入、文書公開の取扱区分及び添付書類等

については、文書主任等により的確な事務処理を行うよう改めました。

 

 

（都市計画課、交通対策課、都市整備課、審査指導課、公共建築課、住

宅整備課） 

措置状況 １．措置済（平成２１年１月５日） (2) 文書処理簿において受

発信日、受発信番号、処理

経過欄、受付担当者名など

が記入されていないもの、

受発信番号の採り方を誤

っているもの等が見受け

られたので、八尾市文書取

扱規程に基づき適正に処

理すること。 

文書処理等について、八尾市文書取扱規程に基づき適正な事務処理が

行えるよう改めました。 

 

 

（審査指導課、公共建築課、住宅管理課） 

措置状況 １．措置済（平成２１年１月５日） ２ 備品の管理及び備品台

帳の整備について 

備品台帳より抽出し現

品と照合したところ、一部

において備品番号シール

の貼付のないものや旧の

所管名称・設置場所のまま

備品台帳が整備されてい

ないもの、廃棄された備品

について台帳等が未処理

のものなどが見受けられ

たので、備品台帳の整理を

図るとともに、適正な備品

の管理に努めること。 

備品台帳と現品の照合の点検をし、整理を行ないました。今後につい

ても、点検を行い、適正な備品管理に努めます。 

 

 

（都市計画課、交通対策課、都市整備課、審査指導課、公共建築課、住

宅管理課） 

 

 

 


